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最高裁判決を踏まえた全ての生活保護利用者に対する速やかな被害回復措置を求める 

意見書 

吉川市議会会議規則第 13 条の規定により、上記意見書を別紙のとおり提出する。 
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吉川市議会議長　　稲葉　剛治　様 

 

提　案　理　由　　口　頭  



最高裁判決を踏まえた全ての生活保護利用者に対する 

速やかな被害回復措置を求める意見書 

 

2013 年から 2015 年にかけて、生活保護基準のうち生活費の部分に当たる生活扶助基準

を平均 6.5％、最大 10％が引き下げられました（以下、「本件引下げ」）。 

本件引下げについて、大阪府をはじめ当市を含む全国 29 都道府県において、計 1,027 名

の原告が取消を求めて提訴しました。その結果、2025 年６月 27 日、最高裁判所は、厚生労

働大臣の判断に裁量権の範囲の逸脱又はその濫用があり違法であるとして、本件引下げを

理由とする保護変更決定処分を取り消す判決を言い渡しました。 

法治国家において、国は司法が下した判断に従い速やかに違法状態を是正し、被害を回

復しなければなりません。厚労省は「社会保障審議会 生活保護基準部会 最高裁判決への

対応に関する専門委員会」を設置し、これまで３回の会議を行ってはいるものの、既に最

高裁判決から３か月が経過し、生活保護利用者は今もなお生存権（憲法 25 条）と個人の尊

厳（憲法 13 条）を侵害され続け、違法状態が放置されている状態です。 

同訴訟の原告をはじめとする生活保護利用者への謝罪や保護費の遡及支給などの被害回

復の措置、最高裁判決に基づくすべての生活保護利用者の被害回復を一刻も早く実施する

ことが強く求められています。 

また、生活保護基準は就学援助などの諸制度と連動するものであり、本件引下げに伴い

これらの諸制度の対象者への悪影響も生じています。同影響の調査及び被害の回復も行う

べきです。 

以上の理由から、国に対し、以下の事項を速やかに実施するよう強く要請します。 

 

１） 本件引下げにより被害を受けたすべての生活保護利用者に対する謝罪および保護

費の遡及支給等、被害回復措置の実施 

２） 生活扶助基準と連動する諸制度への影響調査および必要な被害回復措置の実施  

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出します。 

 

令和７年９月 24 日 
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